
■著者紹介

勝田 美穂（かつた　みほ）

岐阜協立大学経済学部教授（公共政策論、政治学）
早稲田大学法学部卒業
法政大学大学院社会科学研究科博士後期課程修了
博士（政治学）
民間シンクタンク、法政大学大学院政治学研究科兼任講師を経て2011年より現職（旧岐阜経済大学）

主要著書
　『市民立法の研究』（岐阜経済大学研究叢書18）（法律文化社、2017年）
　『環境政治の展開』（共著、志學社、2016年）

2023年 3 月 5 日　初版第 1 刷発行

教育政策の形成過程
―官邸主導体制の帰結2000～2022年

岐阜協立大学研究叢書２

発行者

発行所

 畑　　光
株式会社 法律文化社
〒603-8053
京都市北区上賀茂岩ヶ垣内町71　
 電話 075（791）7131  FAX 075（721）8400
https://www.hou-bun.com/

著　者 勝田美穂

本書の無断複写は著作権法上での例外を除き禁じられています。複写される
場合は、そのつど事前に、出版者著作権管理機構（電話 03-5244-5088、
FAX 03-5244-5089、e-mail: info@jcopy.or.jp）の許諾を得て下さい。

〈出版者著作権管理機構 委託出版物〉

乱丁など不良本がありましたら、ご連絡下さい。送料小社負担にて
お取り替えいたします。
本書についてのご意見・ご感想は、小社ウェブサイト、トップページの
「読者カード」にてお聞かせ下さい。

ISBN978-4-589-04259-0
Ⓒ2023  Miho Katsuta  Printed in Japan

印刷：共同印刷工業㈱／製本：新生製本㈱
装幀：白沢　正


	扉
	目　　次
	序　章
	　１　狭い政策コミュニティ
	　２　官邸主導体制の構築
	　３　政治学は教育をどのように扱ってきたのか
	　　（１）教育行政学
	　　（２）政治学・行政学・公共政策学
	　　（３）政策過程研究
	　４　利益・制度・アイディア
	　　（１）利　　益
	　　（２）制　　度
	　　（３）アイディア
	　５　分析の方法
	　　（１）段階論、類型論
	　　（２）イシュー・エリア・アプローチ
	　６　課題と仮説
	　　（１）教育政策は伝統的な保守主義によってつくられるのか
	　　（２）官邸主導体制がもたらす変化
	　　（３）文科省の役割の変化
	　７　本書の構成
	第Ⅰ部　教育政策の構造
	　第１章　統治機構改革における教育政策
	　　１　教育政策形成体制の変化
	　　　（１）55年体制～臨教審の設置
	　　　（２）自社さ政権以降
	　　　（３）政権交代以降
	　　２　教育政策に関わる政官関係の変化
	　第２章　教育政策におけるアイディア
	　　１　アイディアの政治
	　　２　構成的局面における教育政策のアイディア
	　　　（１）認識的レベルのアイディア
	　　　（２）規範的レベルのアイディア
	　　３　因果的局面における教育政策のアイディア
	　　　（１）調整的機能
	　　　（２）伝達的機能
	第Ⅱ部　教育政策のイシュー
	　第３章　教育基本法改正の立法過程
	　　１　本章の目的、方法等
	　　　（１）問題の所在
	　　　（２）分析の枠組み
	　　２　教育基本法改正の経緯
	　　　（１）第１期：提言から検討体制整備まで
	　　　（２）第２期：メンバーの交代から論点の集約まで
	　　３　教育基本法改正におけるアクター
	　　（１）文 教 族
	　　（２）文 科 省
	　　（３）野　　党
	　　４　教育基本法改正が示唆するもの
	　第４章　「道徳の教科化」の政策過程
	　　１　本章の目的、方法等
	　　　（１）目　　的
	　　　（２）方　　法
	　　２　私的諮問機関に係る先行研究
	　　　（１）諮問機関と私的諮問機関
	　　　（２）文科省における諮問機関
	　　３　「道徳の教科化」の経緯
	　　　（１）教育改革国民会議
	　　　（２）教育再生会議
	　　　（３）教育再生実行会議
	　　４　私的諮問機関の役割
	　　　（１）政治的リーダーの主導性の発揮の場だったのか
	　　　（２）審議会を超える存在だったのか
	　　　（３）政治家と補完的関係にあったのか
	　　　（４）文科省は現業官庁から性質を変えていったのか
	　　５　「道徳の教科化」の政策過程が示唆するもの
	　第５章　教育機会確保法の立法過程
	　　１　本章の目的、方法等
	　　　（１）問題の所在
	　　　（２）目　　的
	　　２　教育機会確保法を実現させたアイディア
	　　３　教育機会確保法の立法過程
	　　　（１）教育機会確保法に係るアクター
	　　　（２）立法過程におけるアイディア
	　　４　教育機会確保法におけるアイディア
	　　　（１）制度、利益
	　　　（２）アイディアの変容
	　　　（３）市民化のベクトル
	　　５　教育機会確保法の立法過程が示唆するもの
	　第６章　家庭教育支援法の立法過程
	　　１　本章の目的、方法等
	　　　（１）目　　的
	　　　（２）方　　法
	　　２　政策波及に係る先行研究
	　　３　家庭教育支援法の立法過程
	　　　（１）政策課題としての家庭教育
	　　　（２）国の動向
	　　　（３）自治体の動向
	　　４　政策波及の観点からの分析
	　　　（１）国と自治体間の作用
	　　　（２）自治体間の作用
	　　５　家庭教育支援法の立法過程が示唆するもの
	終　章　官邸主導体制が変えたもの
	　１　教育政策の構造
	　２　ケース・スタディからの示唆
	　　（１）開かれた政策コミュニティ
	　　（２）教育政策形成体制の私事化
	　　（３）みえない規範的レベルのアイディア
	　　（４）伝達的言説としての教育再生
	　３　教育という政策領域の何が変わったのか
	　　（１）教育の政治アジェンダ化
	　　（２）自民党の戦術的譲歩
	　　（３）自民党のリベラル化
	　４　残された課題
	参考文献・報告書・会議録・サイト
	あとがき
	初　　出
	著者紹介
	奥付
	広告



